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第３章 ＣＤＣ計算手法を用いたＣＦＴ柱の力学性状の評価 
 
３．１ はじめに 
CFT指針1),2)、並びにCFT基準3)は圧縮強度が90N/mm2までのコンクリートが充填さ
れたCFT短柱の耐力、並びに変形性能を記しているがこれを越える強度を適用範囲に
含めるには至っていない。藤本ら4)は高強度材料を用いたCFTの実験を系統的に実施
した結果を纏めているが、コンクリート強度の上限は100N/mm2に留まっている。第3
章においては公称圧縮強度が150N/mm2の超高強度コンクリート（以下、Fc150コン
クリート）を充填した角形CFT柱の実験を実施し5)、その耐力、並びに変形性能を第2
章にて導入したCDC計算手法6),7)を用いて考察する。 
また、CFT指針、並びにCFT基準は鉄筋を内蔵しないCFT柱の耐力、並びに変形性
能の評価式を規定しているものであり、鉄筋を内蔵する形式のCFTを適用範囲外とし
ている。本章においては鉄筋を内蔵する形式の円形CFT柱の構造実験を実施し8)、仮
定した限界部材角Ruの評価式の妥当性を第2章のCDC計算手法を用いて検証する9)。検
証方法は実験にて設定した範囲以外の材料強度、径厚比、或は軸力比等のパラメータ
ーに対し、CDC計算手法が補うというものである。 
 
３．２ 超高強度コンクリートを用いた角形ＣＦＴ柱の構造性能 
本節においては冷間成形された角形鋼管に Fc150 コンクリートを充填した CFT 柱
に対し 2 方向入力、即ち 45°方向に加力、且つ変動軸力の実験を実施し、併せて CDC
計算手法による解析を行う。 
 
３．２．１ 試験体 
試験体の形状を図３-１に、試験体一覧を表３-１に示す。鋼管は冷間成形された
STKR490 の□－250×12t 及び□－250×16t の 2 種類であり、幅厚比は各々21 及び 16
となる。鋼管の偶角領域の R の半径の実測値は t=12mm が R=30mm、t=16mm が
R=40mm であった。試験体は全て建研式の加力装置用に製作した上下にスタブを設け
た I 形式であり、スタブと柱との収まりを柱通しとしている。座屈長させい比 lk/D に
関しては lk/D=6 の短柱としたが、試験体 B1600L のみ lk/D=9 の中柱とした。載荷方
法は 2 方向入力に対応する 45°方向、並びに通常の 0°方向とした。軸力比 n は n=0.6
一定としたが、試験体 B1645V にのみ上下動を考慮した n=0.1～0.4～0.7 という変動
軸力を載荷した。 
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  表３-１ 試験体一覧  
              幅厚 載荷 
軸力 
座屈長
             試験体 比 方向 さ成比
              B／t   lk／D
             B2100S 21 
0° 
一定 
6 
             B1600S
16 
             B1645S
45° 
             B1645V 変動 
             B1600L 0° 一定 9 
 
 
 
図３-１ 試験体形状  
 
表３-２に鋼管の材料の引張試験結果を示す。冷間成形された偶角領域の鋼材の強
度及び伸びは平板部より高い。表３-３にコンクリートの圧縮試験結果を示す。コンク
リートの充填方法に関しては落とし込みとした。 
 
表３-２ 鋼管の材料の引張試験結果        表３-３ CON の試験結果 
板厚 t 採取 降伏強度 sσy 引張強度 sσu 伸び 弾性 圧縮 σB 時
mm 部位 N/mm2 % 係数 強度 圧縮歪
12 
平板部 503.8 572.3 18.3 cE σB －εu
偶角 R 部 627.3 679.3 27.4 N／mm2 10-6 
16 
平板部 526.6 589.1 16.9 39078 144.4 4200 
偶角 R 部 633.7 677.3 30.1    
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図３-３ 変動軸力における軸力とせん断力との関係  
 
変動軸力のルールは図３-３が示す軸力比 n=0.4 からの軸力の増分を水平ジャッキ
の荷重に比例させるルールである。 
剛体を仮定したスタブを基準とし、試験体の各部の変位を変位計にて計測した。 
 
３．２．３ 実験結果及び考察 
（１） 一般化累加の短期許容曲げ耐力の評価 
図３-４に短期許容耐力の実験値、並びに計算値を示す。計算値 My は 3 種類あり、
いずれも角形鋼管の断面の偶角領域の R の形状及び材料強度を厳密に考慮し、鋼管及
び内部コンクリートの一般化累加として求めた短期許容曲げ耐力の計算値である。My
①はコンクリート強度の低減係数 cru 値を 1.0 とし、CFT 基準 3)が示す角形 CFT の拘
束効果を考慮したものである。My②は拘束効果を考慮しないものであり、これは現
CFT 指針 2)に対応している。My③はさらに cru=0.85 としたものであり、これは旧 CFT
指針 1)に対応している。耐力を評価するための断面の高さにはスタブフェイス位置を、
評価用の軸力には最大せん断力が発現した時の軸力を用いた。ただし、変動軸力の試
験体 B1645V のみ、図３-３の図中に示す短期に対応する軸力比 n とした。図３-３に
示す n=0.2 及び n=0.6 が図３-４の B1645V に示す部材角の負側及び正側の計算値に
用いた軸力比である。 
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図３-４ 一般化累加の短期許容曲げ耐力の計算値と実験値との比較 
 
図３-４によれば全ての試験体において、部材角 R=±5/1000 までに一般化累加の短
期許容の曲げ耐力の計算値 My①を超える実験値が発現している。故に短期許容耐力
の実験値の定義を部材角 1/200 における値と定義すれば、設計用の短期耐力にはコン
クリート強度の低減係数 cru 値に 1.0 をとり、CFT 基準 3)が示す角形 CFT の拘束効果
を見込んだ一般化累加の短期許容曲げ耐力を適用してよいことがわかる。 
 
（２） 危険断面の高さの実測値 
CFT 柱の鋼管が最も大きく局部座屈変形した断面の位置を、載荷終了後にスタブフ
ェイスから鋼管の表面に沿って実測した距離を危険断面の高さ Hc と定義する。Hc の
実測値を表３-４に示す。 
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表３-４ Hc および Lp=Lpf+Lpi 
 Hc／D Lpf／D Lpi／D
B2100S 0.47 0.27 0.23 
B1600S 0.43 0.29 0.25 
B1645S 0.37 0.18 0.20 
B1645V 0.36 0.18 0.19 
B1600L 0.54 0.28 0.27 
注）D：角形鋼管のせい 
 
この危険断面の定義によれば、危険断面は柱せい D の 0.4～0.5 倍の位置に生じた
ことがわかる。 
 
（３） 終局曲げ耐力の評価 
表３-４の危険断面の高さにおいて評価した CFT 柱の断面の全塑性曲げ耐力の計算
値を図３-５に示す。角形 CFT の拘束効果 3)を無視し cru 値を 0.85 とした計算値 Mu
③に実験値は到達しなかったため、さらに cru 値を低減するという試行錯誤的な手法
を用い、最大耐力の実験値と適合する計算値 Mu④を追記した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図３-５ａ 全塑性曲げ耐力の計算値と実験値との比較 
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図３-５ｂ 全塑性耐力計算値と実験値との比較－ 
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図３-５ｃ 全塑性耐力計算値と実験値との比較 
 
なお Mu①及び Mu②における拘束効果、並びに cru 値の扱いは短期許容の曲げ耐力
の My①及び My②と同じである。図３-５において計算値 Mu④と実験値とを比較する
と、n=0.6 程度に軸力比に対しては、危険断面における全塑性曲げ耐力を評価するた
めの cru 値は 0.7 程度が適切であることがわかる。 
また 45°方向に加力、且つ変動軸力の場合、部材角±2%まで最大せん断力の実験値
の 0.95%を保持していることから、B1645V の部材ランクは FA となることがわかる。 
 
（４） 塑性ヒンジの領域の実測値 
塑性ヒンジの領域の長さを載荷終了後に危険断面の高さ Hc から鋼管の表面に沿っ
て、局部座屈によって形成された曲面の曲率が反転する位置までを実測した長さ Lp
と定義し、Lp 値を表３-４に示す。ここで、Lpf がフェイス側、Lpi が反曲点側である。
この塑性ヒンジ領域の定義によれば、塑性ヒンジの領域の長さは 0.4D～0.5D の長さ
である。 
 
（５） 導入したＣＤＣ計算手法による実験結果のシミュレーション 
第 2 章において導入した CDC 計算手法を用いた中柱 B1600L の Q－R 関係の計算
値を図３-６に示す。 
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図３-６ B1600L の CDC 計算値と実験値との比較 
 
鋼管の平板部分及び偶角領域の R部分に各々の材料試験結果から得た応力－歪曲線
を、コンクリートの応力－歪関係には材料試験結果から得た圧縮強度を構造体強度に
対応させるため ccr 値を乗じ、圧縮強度が発現した以降の負勾配に「弾性係数×[―cck]
一定」を仮定し、断面の M－φ関係を求めた。CFT 柱の部材内の危険断面の位置には
表３-４値を、危険断面の高さにおける曲率が表３-４の塑性ヒンジの領域内にて等分
布すると仮定し、CFT 柱の部材を 16 セグメントに分割し、部材のせん断力 Q と部材
角 R との関係を求めた。図３-６に示す B1600L に対する試行錯誤的な CDC 計算値に
よれば、Lk／D=9 の中柱の場合、ccr 値を 0.7～0.9、[―cck]値を 6～8%とすると耐力、
並びに変形能力の実験値を、Q－R 関係において耐力が劣化する領域をも含めて、良
く説明できることがわかる。 
 
３．２．４ 結論 
Fc150 コンクリートを充填した冷間成形角形 CFT 柱の力学性状を把握するために
45°方向に加力、且つ変動軸力の載荷実験を実施した。本実験の範囲内では以下の結
論が得られた。 
 
①：設計用の短期許容曲げモーメントにはコンクリート強度の低減係数 cru 値に 1.0
を、角形 CFT の拘束効果を見込んだ一般化累加耐力を用いうる。 
②：終局曲げ耐力を評価するための危険断面の高さは柱せい D の 0.4～0.5 倍の位
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置となる。 
③：軸力比が n=0.6 程度の場合、危険断面における全塑性曲げモーメントを評価す
るための cru 値は 0.7 程度であり、角形 CFT の拘束効果は認められない。 
④：幅厚比 16、変動軸力比 n=0.1～0.4～0.7 の冷間成形角形 CFT 柱においても部
材ランクは FA となりうる。 
⑤：塑性ヒンジ領域の軸方向の長さは 0.4D～0.5D となる。 
⑥：lk/D=6 を越える中柱に対しては、CDC 計算手法にて計算した Q－R 関係にて
耐力及び変形能力実験値を説明することが可能である。 
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３．３ 鉄筋を内蔵する円形ＣＦＴ柱の力学性状の確認 
３．３．１ 試験体 
試験体の形状を図３-７に示す。試験体は CFT 柱の上下に建研式の加力装置用の上
下スタブを設けた I 形の形式であり、柱とスタブとの取り合いは柱通し形式である。
鋼管は STK490 のφ406.4×9.5t であり、径厚比は 43 となる。軸方向筋は SD490 の 12
－D19 である。軸方向筋の芯の位置を半径 129mm の円周上に均等に配置し、上下ス
タブ内に 180°の両フックにて定着させた。帯筋には D6 の鉄筋をスパイラル加工した
ものを用い、重ね継ぎ手にて配筋した。充填コンクリートの目標強度を 70 N/mm2 と
し、充填方法を落とし込みとした。 
 
 
             表３-５ 試験体一覧 
             
試験体
鉄
筋
軸力 CON 
             比※ 強度 
             n σB 
             （－） N/mm2
             C43F0 無 0.400 70.1 
             C43RH
有
0.400 70.4 
             C43RN 0.687 75.0 
             ※軸力比を算定する分母には 
             鉄筋を含めない 
 
 
 
図３-７ 試験体形状 
 
表３-５に試験体一覧を示す。試験体数は 3 体であり、パラメーターは鉄筋の有無
及び軸力比、軸力比は 0.4 及び 0.7 という 2 水準である。なお、本論においては、鉄
筋を内蔵する CFT 柱の軸力比に「分母に軸方向筋を含めない CFT 柱の軸力比」を採
用している。 
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３．３．２ 加力・計測方法 
加力装置を図３-８に示す。建研式の加力装置の平行に移動する梁の上部に 5000kN
の軸力ジャッキを設け、ジャッキと門形フレームの大梁との間をリニアスライダーに
て滑らした。標準的な CFT 柱の載荷パターン 11)にて、定軸力の正負交番の漸増繰返
しの逆対称曲げ載荷を行った。なお梁上の 5000kN の軸力ジャッキを 2 機設けても目
標軸力に余裕がない場合を想定し、「押し 2000kN 引き 1000kN」の補助の鉛直ジャッ
キを並行梁の下の試験体の左右に設け、補助ジャッキの「引き」を併用した圧縮軸力
載荷を行った。平行梁の上部の 5000kN ジャッキ軸力の 0.5%に相当するスライダー
の転がり抵抗値及び 2 組の補助鉛直ジャッキの傾きに関わる補正量を水平ジャッキの
載荷荷重の計測値から減じ、柱のせん断力 Q の実験値とした。剛体を仮定した上下ス
タブを基準とした変位測定値から CFT 柱の部材角 R を求めた。 
 
３．３．３ 実験結果及び考察 
（１） 曲げ耐力 
図３－９に荷重－変形関係を示す。荷重はスタブフェイスの位置における存在曲げ
モーメントとして表現したものである。図中の□印が鋼管が降伏した時期である。鋼
管の降伏の定義は、スタブフェイス近傍の鋼管に貼付した柱の軸方向の「曲げ歪ゲー
ジ」の計測値から外挿した、鋼管の板厚の芯位置の歪及び鋼管の表面の円周方向に貼
付した 1 軸の歪ゲージによる計測値から求めた Von Mises の降伏時期とした。  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図３-９ａ 荷重―変形関係（軸力比 0.4、鉄筋無） 
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図３-９ｂ 荷重―変形関係（軸力比 0.4、鉄筋有） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図３-９ｃ 荷重―変形関係（軸力比 0.7、鉄筋有） 
 
この鋼管の降伏時期より鉄筋の降伏時期は遅れており、最も早い鉄筋の降伏時期が
図中の△印である。鉄筋の降伏は鉄筋の表裏に貼付した歪ゲージによる計測値の平均
値から評価したものである。短期許容の曲げモーメントに与える内蔵鉄筋の寄与に関
しては、従来の SRC 構造の思想では CFT 造を SRC 構造とみなし、鋼管の断面耐力
と RC の断面耐力との一般化累加とする考え方となる。一方、本論においては、無筋
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の CFT の短期許容の曲げ耐力と軸方向鉄筋の短期許容の曲げ耐力 rM との一般化累加
耐力として評価している。無筋の CFT の短期許容曲げ耐力は鋼管の耐力 sM とコンク
リートの耐力 cM との一般化累加[sM+cM]であるから、結果として 3 者の一般化累加
耐力[sM+cM+rM]が、本論における鉄筋を内蔵する CFT の一般化累加の耐力計算値と
なっている。図３-９によれば、短期許容の曲げ耐力 My 計算値も実験値における弾性
領域にあることがわかる。図３-１０に全塑性曲げ耐力の MN 相関を示す。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図３-１０ M－N 相関上の実験値と全塑性耐力計算値との比較 
 
全塑性曲げ耐力の計算値に関しては CFT 柱の全塑性曲げ耐力評価用のコンクリー
ト強度の低減係数 cru 値に 1.0 を採用し、CFT 基準 3)が示す円形 CFT の拘束効果を見
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込んでいる。図３-１０によれば、いずれの試験体の最大曲げモーメント実験値も全塑
性耐力計算値を上回っていることがわかる。表３-８に実験結果一覧を示す。短期許容
の曲げ耐力の計算値も実験値を安全側に評価している。 
 
表３-８ 実験結果一覧 
 短期許容 My 全塑性 Mu 限界部材角 Ru 
 kNm （－） kNm （－） % （－）
 実験 計算 実／計 実験 計算 実／計 実験 計算 実／計
C43F0 695 564 1.23 1139 1098 1.04 2.48 2.27 1.09 
C43RH 721 700 1.03 1300 1231 1.06 3.00 2.27 1.32 
C43RN 725 417 1.74 1223 1055 1.16 2.47 1.56 1.58 
注）My 実験値は処女部材角 1/200 時の値, Ru 計算値は Ruβ=0.7 とした本節仮定式値
 
（２） 短期の軸力制限値の評価 
試験体 C43RN の載荷軸力は 9647kN であり、鉄筋を無視した従来の CFT の短期の
軸力制限値 6421kN を上回っている。さらに従来の制限値に鉄筋の寄与分「(2/3)×軸
方向鉄筋の降伏強度×断面積」を加算した値 7599kN も超える存在軸力である。しか
し限界部材角の実験値は 2.47%であるから、SRC 構造のクライテリアである部材角
1%を大きく上回っており変形性能は良好である。よって上記の鉄筋の寄与分を従来の
制限値に加算した値を、新たに鉄筋を内蔵する円形 CFT の軸力制限値とできること
がわかる。 
 
（３） 限界部材角を評価する計算式の仮定 
3 試験体の Ru 実験値は 2%を越え、CFT 柱としての部材ランクはすべて FA となっ
た。鉄筋を内蔵する円形 CFT の限界部材角に関しては以下の考え方 a),b),c)に基き評
価できると仮定する。 
a) 一定以上の軸方向筋比及び帯筋比を有する円形 CFT 柱に適用範囲を限定する。 
b) 軸方向筋は軸耐力に寄与するため、これを CFT の中心圧縮の耐力に加算するが、
帯筋によるコアコンクリートの拘束効果に関しては、これを無視する。 
c) 実験結果を元に CFT 基準 3)が示す限界部材角の評価式の軸力比に関わる項に修
正係数 Ruβを乗ずる。 
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Ru(%)=6η-3.0･Ruβ[N／(cN0+at･rσy)]－0.035(D／t)･sσy／325 ・・・(3-1) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
以上の考え方を本節における Ru を評価するための仮定式(3-1)とし、実験結果から
Ruβ=0.7 を仮定し、限界部材角 Ru を計算すると C43RH では Ru=2.27%、C43RN で
は Ru=1.56%となりこれらは表３-８に示すように実験値を上回っている。故に、本節
における Ru 仮定式は鉄筋を内蔵する円形 CFT 柱の変形性能を評価しうると考えられ
る。 
 
（４） 結論 
鉄筋を内蔵する円形 CFT 柱の力学性状を把握するための実験を実施した。本実験
の範囲内では以下の結論が得られた。 
 
①：スタブフェイス位置における短期許容、並びに終局曲げ耐力を、コンクリート
強度の低減係数 cru 値を 1.0 とし、通常の無筋の円形 CFT の相互拘束効果 3)を
見込んだ、鋼管、コンクリート及び軸方向筋 3 者の一般化累加耐力として評価
してよい。 
②：限界部材角を 2%以上、部材ランクを FA とするような設計が可能である。 
③：短期の軸力の制限値には従来の無筋の円形 CFT 柱の軸力制限値に「(2/3)×軸方
向筋の降伏強度×断面積」を加算することができる。 
④：変形性能に関しては、軸方向筋の寄与を CFT 柱の中心圧縮の軸耐力に加算し、
CFT 基準 3)が示す限界部材角の評価式を修正する形の仮定式(3-1)を提案した。 
提案式 【説明の無い記号は文献 3)よる】 
●短期許容及び終局耐力の評価用の曲げモーメントを一般化累加耐力とする 
M=sM+cM+rM ,N=sN+cN+rN 
rM ,rN：一般化累加の耐力における軸方向筋の寄与分 
●CFT 柱の限界部材角の仮定式(3-1) 
Ru(%)=6η-3.0･Ruβ[N／(cN0+at･rσy)]－0.035(D／t)･sσy／325 
ここで、Ruβ：ある一定以上の軸方向筋比及び帯筋比を有する、鉄筋を内蔵す
る円形 CFT 柱用の修正係数であり、実験により Ruβ値を定める。 
at･rσy：内蔵する軸方向筋の総断面積･降伏強度 
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３．３．４ 実験結果によるＣＤＣ計算手法のパラメーター値の評価 
前節にて鉄筋を内蔵する円形 CFT 柱の耐力、並びに限界部材角 Ru の仮定式(3-1)
を提案した。Ru の仮定式(3-1)は 2 体の試験体の実験結果に対して安全側の評価を与え
るが、CFT 基準 3)が許容している、それを超える範囲に対して適用できるかは実験的
に検証されていない。本節においては、実験に代わり、第 2 章の CDC 計算手法を用
いて仮定式(3-1)の妥当性を検証する。 
 
（１） 危険断面の高さの実測値 
表３-９に前節の 3 試験体における危険断面の高さ Hc の実測値を示す。危険断面の
高さは載荷終了後にスタブフェイスから鋼管が最も大きく局部座屈した断面までの距
離を鋼管表面に沿って実測した値である。表３-９によれば危険断面は柱せい D の
0.23～0.26 倍の位置に生じたことがわかる。 
 
 
表３-９ Hc および Lp=Lpf+Lpi 
 Hc／D Lpf／D Lpi／D
C43F0 0.26 0.12 0.13 
C43RH 0.23 0.12 0.12 
C43RN 0.23 0.12 0.11 
注）D：鋼管外径 
 
（２） 塑性ヒンジの領域の実測値 
塑性ヒンジの領域の長さ Lp は、載荷終了後に危険断面の高さ Hc 位置から鋼管の表
面に沿って局部座屈した曲面の曲率が反転する位置までを実測した長さである。表３-
９に示す Lpf がスタブフェイス側、Lpi が反曲点側の長さである。表３-９によれば塑
性ヒンジ領域の実験値は危険断面位置を鋏んで合計 0.23D～0.25D の長さであること
がわかる。 
 
（３） 柱に作用するせん断力とたわみとの関係のシミュレーション 
第 2 章の CDC 計算手法を用いた Q－R 関係の計算値を図３-１１に示す。軸方向筋
の応力－歪関係には、材料の引張試験結果から得た引張応力－引張歪曲線及びそれを
Ｈｃ Lpf
Lpi
スタブフェイス
曲率
反転位置
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そのまま反転したものを圧縮側の応力－歪関係に仮定した。同様にして鋼管の圧縮側
の応力－歪関係も仮定し、さらに CFT 基準 3)による円形 CFT の拘束効果も加算して
いる。同様にしてコンクリートの応力－歪関係にも拘束効果を加算した。表３-１０に
C43RH に用いた[σ－ε]関係を示す。12 本の軸方向筋を断面積が等価な円筒に置換
し、且つ芯半径を一致させた。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図３-１１ａ CDC 計算値と実験値との比較（鉄筋無し） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図３-１１ｂ CDC 計算値と実験値との比較（鉄筋有り） 
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図３-１１ｃ CDC 計算値と実験値との比較（高軸力） 
 
置換した円筒の内側のコアコンクリートには、帯筋が降伏し、拘束係数を 4 と仮定
した円形 CFT の拘束効果をさらに加算した。コアの内部及び外部共に圧縮強度が発
現した以降の負勾配に「弾性係数×[―cck]一定」を仮定し、平面保持解析により断面の
M－φ関係を求めた。柱の部材内の危険断面の位置には危険断面の高さ Hc=0.25D を
仮定した。危険断面の位置の曲率が Lpf= Lpi=0.12D の塑性ヒンジ領域内にて等分布す
ると仮定し、16 セグメントに分割した柱部材のせん断力と部材角との関係を求めた。
実験結果に適合するように試行錯誤的に求めた図３-１１の CDC 計算値によれば
C43F0 と C43RH に関しては ccr 値を 0.74、[―cck]値を 0.9%とすると耐力・変形能力
実験値を良く説明できることがわかる。なお、前節にて cru=1 とした全塑性曲げ耐力
の提案式値と実験値とが良く適合するのはスタブフェイス位置において全塑性耐力を
検討しているためであり、CDC 計算手法における危険断面の位置の平面保持耐力とは
異なることに留意されたい。試験体 C43RN に関しては軸力が高いことによる鋼管の
歪硬化の影響が多く出ていることが履歴形状実験値の差からも読み取れる。ccr 値を
0.91、[―cck]値を 0.2%とすると C43RN の耐力及び変形能力実験値を部材角の正負の
平均的に良く説明できることがわかる。これにより、以下の CDC 計算において
ccr=0.74～0.91、[―cck]=0.2～0.9%、を設定することにより、実験と同等の荷重―変形
曲線が得られると考えられる。 
 
-1000
-800
-600
-400
-200
0
200
400
600
800
-60 -50 -40 -30 -20 -10 0 10 20 30 40 50 60
せ
ん
断
力
Q
 (k
N
)
部材角R (1/1000)
計算値CDC 正
計算値CDC 負
実験値 上R
実験値 下R
C43RN ccr=0.91cck=－0.002
第３章 ＣＦＴ柱のＱ－Ｒ関係 
 
－77－ 
 
表３-１０ C43RH の CDC に用いた応力－歪関係(他の解析ケースにては本表値を係数倍) 
 鋼管 軸方向鉄筋 外側のコンクリート コアコンクリート
 歪 応力 歪 応力 歪 応力 歪 応力
i （－） N/mm2 （－） N/mm2 （－） N/mm2 （－） N/mm2
0 -0.368510 -463.3 -0.136052 -762.8 -0.300000 0.0 -0.323868 0.0 
1 -0.100000 -448.6 -0.050015 -703.2 -0.100000 -42.0 -0.107956 -45.3
2 -0.050000 -436.4 -0.021006 -600.2 -0.050000 -60.5 -0.053978 -65.3
3 -0.012000 -395.0 -0.008002 -520.2 -0.030000 -67.9 -0.032387 -73.3
4 -0.004215 -359.1 -0.004824 -513.0 -0.020000 -71.6 -0.021591 -77.3
5 -0.003000 -323.1 -0.003501 -502.7 -0.010000 -75.3 -0.010796 -81.3
6 -0.001800 -239.4 -0.002851 -461.7 -0.005000 -77.2 -0.005398 -83.3
7 -0.000820 -119.7 -0.001951 -342.0 -0.003000 -77.9 -0.003239 -84.1
8 0.000000 0.0 0.000000 0.0 -0.002810 -78.0 -0.003033 -84.2
9 0.000820 163.7 0.001951 342.0 -0.002581 -76.4 -0.002787 -82.5
10 0.001800 327.4 0.002851 461.7 -0.002382 -74.1 -0.002572 -80.0
11 0.003000 442.0 0.003501 502.7 -0.001961 -66.3 -0.002117 -71.6
12 0.004240 491.1 0.004824 513.0 -0.001418 -52.0 -0.001531 -56.1
13 0.012000 540.2 0.008002 520.2 -0.000632 -26.0 -0.000682 -28.1
14 0.050000 596.9 0.021006 600.2 0.000000 0.0 0.000000 0.0 
15 0.100000 613.6 0.050015 703.2 0.000175 7.0 0.000189 7.6 
16 0.368510 633.8 0.136052 762.8 0.001000 0.0 0.001080 0.0 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図３-１２ａ 17 点の multi-linear モデル（鋼管、全体） 
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図３-１２ｂ 17 点の multi-linear モデル（鋼管、部分） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図３-１２ｃ 17 点の multi-linear モデル（外側のコンクリート、全体） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図３-１２ｄ 17 点の multi-linear モデル（外側のコンクリート、部分） 
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３．３．５ 限界部材角の仮定式(3-1)値とＣＤＣ計算値との比較 
（１） 解析ケース 
解析ケース一覧を表３-１１に示す。 
 
表３-１１ 解析ケース一覧 
 降伏強度  径厚 軸力 鉄筋比 
解析 鋼管 軸筋 帯筋 コンクリート 比 比※ 軸筋 帯筋
ケース sσy rσy wσy σB cE εu D／t n pt ρw
 N／mm2 10－6 （－） % 
C43F0 440 513 394 70.1 40916 2640 42.8 0.40 0.00 0.00
C43RH 440 513 394 70.4 40278 2536 42.8 0.40 2.66 0.41
C43RN 440 513 394 75.0 41745 2633 42.8 0.69 2.66 0.41
M1-0.4 325 390 390 60.0 32569 2673 67.0 0.40 2.66 0.41
M1-0.7 325 390 390 60.0 32569 2673 67.0 0.70 2.66 0.41
M2-0.4 325 390 390 24.0 23004 1506 67.0 0.40 2.66 0.41
M2-0.7 325 390 390 24.0 23004 1506 67.0 0.70 2.66 0.41
注）※弾性係数 cE はコンクリート強度から SRC 規準 11)により求めた値、軸力比
の分母は鉄筋を含まず, pt, ρw：鋼管外径に対する軸方向鉄筋比、帯筋体積比 
 
CFT 基準 3)の適用範囲は鋼管の降伏強度 215～440N／mm2、鉄筋の降伏強度 160
～390N／mm2、コンクリートの圧縮強度 24～90N／mm2、径厚比 67 以下、並びに
軸力比 0.7 以下である。この中から実施設計上有用と思われる材料強度、径厚比及び
軸力比について M1-0.4～M2-0.7 の M シリーズ 4 ケースを設定した。各ケースの応力
－歪関係には表３-１０の値を係数倍して用いた。コンクリートの弾性係数 cE が低い
ほど限界部材角の CDC 値は大きくなるため、cE 値をコンクリート強度から SRC 規準
式 11)を用いて仮定している。 
 
（２） 限界部材角 
表３-１２に限界部材角の仮定式(3-1)値と CDC 計算値との比較を示す。CDC にお
いては C43RH に対応する CDC2 及び C43RN に対応する CDC3 の 2 種類を設定した。 
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表３-１２ 限界部材角 Ru の仮定式(3-1)値と CDC 計算値との比較 
解析 
ケース  
基準式値 仮定式(3-1)値 実験値 CDC2 CDC3
仮／C2 仮／C3 
  Ru   
  %   （－） （－） 
C43F0 1.94 2.27 2.48 2.28 － 1.00 － 
C43RH 1.93 2.27 3.00 2.96 － 0.77 － 
C43RN 0.97 1.56 2.47 － 2.47 － 0.63 
M1-0.4 1.94 2.27 － 2.87 4.03 0.79 0.56 
M1-0.7 1.12 1.70 － 1.74 2.48 0.98 0.68 
M2-0.4 2.63 2.93 － 3.95 5.78 0.74 0.51 
M2-0.7 1.85 2.39 － 2.56 3.66 0.94 0.65 
注）Hc/D=0.25, Lpf/D=Lpi/D=0.12,  
CDC2：ccr=0.74,cck=－0.009, CDC3：ccr=0.91,cck=－0.002 
 
これらの CDC 計算値と実験値とはほぼ一致している。表中の「基準式値」は内蔵
鉄筋の存在を無視した CFT 基準 3)式値であり、それを修正し前節にて仮定したものが
「仮定式(3-1)値」である。M シリーズの 4 ケースに対しては、仮定式(3-1)値は対応す
る CDC2 値よりも安全側の、CDC3 値に対してはさらに安全側の値を与えることがわ
かる。 
 
（３） 終局曲げ耐力 
表３-１３に終局曲げ耐力の提案式値と CDC 計算値との比較を示す。CDC 計
算手法においては、かなりの大変形まで曲げモーメント値が上昇する円形 CFT
の性状を追跡できる。よって、どの時点における曲げモーメントを終局曲げ耐力
と定義するかによって計算値の値が異なる。また提案式値はスタブフェイスにお
ける曲げモーメントを評価するものであり、一方 CDC 値は危険断面における曲
げモーメントを評価するものであるため混乱が生じる。故に本節においては CFT
柱の最大せん断力発現時の存在せん断力にて提案式値と CDC 計算値とを比較し
ている。表３-１３によれば C43F0～C43RN の実験値は提案式値をすべて上回り、
提案式値は CDC 計算値に対して安全側の評価を与えている。M シリーズの 4 ケ
ースに対しては、提案式値は CDC2 値とほぼ同等、もしくは安全側、CDC3 値に
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対してはさらに安全側の値を与えることがわかる。 
 
表３-１３ 終局耐力の提案式値と CDC 計算値との比較 
解析 
ケース  
注 1） 実験 提案 CDC2 CDC3
提／C2 提／C3 
RQ=Qmax Qmax 
% kN （－） （－） 
C43F0 1.67 847.5 825.1 829.8 - 0.99 - 
C43RH 1.95 966.7 920.5 959.0 - 0.96 - 
C43RN 1.58 820.4 725.5 - 818.4 - 0.89 
M1-0.4 1.53 - 610.3 733.3 798.2 0.83 0.76 
M1-0.7 1.18 - 528.6 523.4 635.0 1.01 0.83 
M2-0.4 2.24 - 474.1 659.5 699.4 0.72 0.68 
M2-0.7 1.38 - 434.2 548.7 599.8 0.79 0.72 
注 1）実験値がある場合は実験値、無い場合は CDC2 値 
 
３．３．６ おわりに 
前節にて提案された鉄筋を内蔵する円形 CFT 柱の終局曲げ耐力の算定式、並びに
限界部材角の仮定式(3-1)の妥当性を解析的に検証した。検証には実験値を安全側に評
価しうると考えられる CDC 計算手法を用いた。検討した解析ケースの範囲内では、
仮定式(3-1)値は CDC 値に対して安全側となることを確認した。 
 
３．４ 第３章のまとめ 
第 3 章においては、初めに Fc150 コンクリートを充填した冷間成形角形 CFT 柱の
力学性状を把握するために 45°方向に加力、且つ変動軸力の載荷実験を実施した。こ
の実験の範囲内では以下の結論が得られた。 
 
①：設計用の短期許容曲げモーメントにはコンクリート強度の低減係数 cru 値に 1.0
を、角形 CFT の拘束効果を見込んだ一般化累加耐力を用いうる。 
②：終局曲げ耐力を評価するための危険断面の高さは柱せい D の 0.4～0.5 倍の位
置となる。 
③：軸力比が n=0.6 程度の場合、危険断面における全塑性曲げモーメントを評価す
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るための cru 値は 0.7 程度であり、角形 CFT の拘束効果は認められない。 
④：幅厚比 16、変動軸力比 n=0.1～0.4～0.7 の冷間成形角形 CFT 柱においても部
材ランクは FA となりうる。 
⑤：塑性ヒンジ領域の軸方向の長さは 0.4D～0.5D となる。 
⑥：lk/D=6 を越える中柱に対しては、CDC 計算手法にて計算した Q－R 関係にて
耐力及び変形能力実験値を説明することが可能である。 
 
次いで、鉄筋を内蔵する円形 CFT 柱の力学性状を把握するための実験を実施した。
この実験の範囲内では以下の結論が得られた。 
 
①：スタブフェイス位置における短期許容、並びに終局曲げ耐力を、コンクリート
強度の低減係数 cru 値を 1.0 とし、通常の無筋の円形 CFT の相互拘束効果 3)を
見込んだ、鋼管、コンクリート及び軸方向筋 3 者の一般化累加耐力として評価
してよい。 
②：限界部材角を 2%以上、部材ランクを FA とするような設計が可能である。 
③：短期の軸力の制限値には従来の無筋の円形 CFT 柱の軸力制限値に「(2/3)×軸方
向筋の降伏強度×断面積」を加算することができる。 
④：変形性能に関しては、軸方向筋の寄与を CFT 柱の中心圧縮の軸耐力に加算し、
CFT 基準 3)が示す限界部材角の評価式を修正する形の仮定式(3-1)を提案した。 
 
最後に、提案した鉄筋を内蔵する円形 CFT 柱の終局曲げ耐力の算定式、並びに限
界部材角の仮定式(3-1)の妥当性を解析的に検証した。検証には実験値を安全側に評価
しうると考えられる CDC 計算手法を用いた。検討した解析ケースの範囲内では、仮
定式(3-1)値は CDC 値に対して安全側となることを確認した。 
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